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The呂imof this report is to呂ssessthe necessary conditions for the formation and the 
development and sustεnanc日oflargε-scale farming by leasεd land by analysing the farming 
progrεssion and management in kurate， fukuoka pref告cture.
Thεfollowing points bεcame apparent from thεinv芭stigationfor consideration: 
1. Improv日mεntof the irrigat巴dric官fieldswhich includes thεext日nsionand adjustment of 
partitions of agriculturalland， full-equipment underdrainage， farm road extension; 
2. Grouping of scatter邑dpaddy field for effectiv邑utilizationby記xchangeutilization rights 
of agricultural land among f呂rm邑rs(less告es);and 
3. Rεmodeling of the divεrsified farming for th告 region(area) by way of introducing 
V日俳句blesand leguminous crops forεffici巴ntsoilconsεrvation， for high rat百 ofagricultural 
machin巴ryutilization， and consequent increasεin the rate of land utilization. 
Key words: conditions for development， large-scale farming， leased land. 
はじめに
借地型稲作経営をめぐる条件は厳しし高地代ヲ減反，農業機械@生産資材価格の高騰，米
{屈など農産物鏑格の低下など，面積的に大規模な鰭別経営ほど厳しいと忠わtLる状況がある.
しかし9 この中で，低コスト農業を目指して借地による大規模化を進めてきた稲作農家がある.
本報告では，このような借地型大規模経営の形成@展開過程に着目し，その存立条件を，ま
た今後の諸課題を明らかにする.研究対象は，農用地利用増進事業などをとおして，中核農家
などの経営規模拡大の促進を図るため，地方公共団体や関係農業団体などが密接な連携の下に
農用地利用調整活動に取り組み，成果を上げている福岡県鞍手町の借地型稲作経営を事例とし
Tこ.
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1.土地利用型大規模経堂の現状と動向
(1) 九州における緩営耕地幾模5.盛岡以上の農家的分布と動向
一描関擦における農地流動化の現状ー
土地利用型大規模経営の形成とその広範な存立は長年の慕本的な政策的課題であり，そのた
めの多くの施策がなされてきたとしても過言ではない
しかしヲ第 1表が示すように，現在なお5.0ha以上の規模の経営は都府県平均で0.9%，九州
では総農家戸数576，740戸のうち約3，460戸 (1990年)0.6%を占めているにすぎないのが実態で
ある.
福岡県についてみると，経営耕地規摸5.0ha以上の農家(摘収穫面積5.0ha以上の農家を含
む)は，この10年間で約260戸 (1980年)から410戸(1990年)に微増し，第 1表によると，総
農家数102，600戸のうち0.4%('90年)を占めるに至っている.これは利用権設定農地が規模の
大きな専業農家へ盤かであるが集積されたためとみられる.そこで，以下においては，福陪県
における経営耕地規模5ρha以上農家の中で，稲作を主体とした器地大規模経営の展開条件に
ついて鞍手町を対象として分析を行った.
(2) 鞍手町における畿地流動化的現状とその背景
福時県における市町村別農地流動化率と3.0ha以上の農家数を示したのが第 1図である.こ
れによると，鞍手町は県下でも借地型大規模経営の形成率の高い地域であることがわかる.鞍
手町の利用権設定率は， 1981年 (0.2%)から， 85年 (9.2%)，90年 (12.8%) と着実に増加
し，第 2表に示すように5.0ha以上の農家戸数構成比も，その{直は非常に小さくはあるが， 0.3%
(75年， 3戸)から0.6%(80年， 5戸)， 1.8% (85年， 13戸)， 3.4% (90年， 20戸)と増加額
向を示じている.
そこで，鞍手町における借地型大規模経営成立の背景について考察した結果以下の諸点が特
徴として考えられた.
第1表経営耕地規模別農家の構成比の推移
区 分
1980 130，654 71. 9 22.0 4.5 1.4 0.2 88.2 
85 120，930 71.4 22.0 4.7 1.7 。.3 91.8 
86 119，230 71.0 22.7 4.9 1.3 0.2 92.5 
87 117，420 71.5 21. 9 4.6 1.7 0.3 93.3 
88 116，010 71.0 22.8 4.4 1.5 0.3 93.3 
89 115，200 70.4 22.9 4.7 1.7 0.4 92.4 
90 102.600 68.3 23.7 5.5 2.1 0.4 102.6 
九州
都府19県90平均 576，740 67.3 22.6 6.7 2.8 0.6 115.8 
1990 3，739，292 60.8 27.1 7.7 3.4 0.9 107.9 
資料:農業センサス，農業調畿により作成。
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第 1図農地流動化の現状(福岡県)
資料:1985年農林業センサス，九州農政局「平成2年度利用機設定等
実態把握調査j報告書より作成。
IR 分
第2表経営耕地規模別農家数と構成比の推移(福間県，鞍手町)
総農家数 0.5ha未満 0.5-1.0 1.0-2.0 2.0-3‘。 3.0-5.0 5.0ha以上
877 。
777 31.3 31.0 24.7 8.2 4.1 0.6 
713 31.4 28.3 25.0 8.4 5唱。 1.8 
581 27.0 28.9 26.3 8.8 5.5 3.4 
1975 
80 
85 
90 
資料:幾多量センサス，農業調査により作成。
1 )北九州都市閣に近接した土地利用型農業地帯
鞍手町は福岡県の筑豊地域の北部に位置し，北九州都市圏に近接しているため消費地に恵ま
れている.また，九州縦貫自動車道および山陽新幹線が本町南部を東西に並行して通ム九州、!
告動車道の筑豊東インターチェンジと筑豊西インターチェンジの間約15kmの中間地帯の
ため，遠距離輪送の使も整備されている.
本田Jの総面積は35.58km2であり，このうち農業振興地域面積は25闘52km2(うち28.1%が水田
地帯)である，本町東部を南北に流れる遠賀JlIとその支流である西)[1に沿って平坦水田地帯
(1990年，水田698ha)が誌がっている.
本町の農業生産は耕種部門，とくにスケールメリットを追求する土地利用型農業に力点がお
かれており， 1990年の粗生産額は水稲72，900万円 (534ha)，果樹14，700万円 (67ha)，麦10，500
万円 (184ha)，野菜8，700万円 (28ha)となっている.本町の農家は，ほとんどが稲作部門中心
の経常を行い，さらに，本町の転作の推進と期間器地による農地の高度利用促進政策を背景に，
小麦・ 2条大麦の麦作集団を編成しでほぼ町全域で取り組んでいる.
2 )農村工業導入による農業労働力の農外流出条件の拡大
本町では1963年の石炭産業の壊滅以来9 町の再建策として，工業の導入，住宅誘致および農
業の振興を基本路策としてきた.現在本町には34社の進出企業があり， 3工業団地と町内のそ
の地の地域に分散している.これらの企業には2，254人が雇用されているが，このうちの881人
は本来の町内問ー住者である.本町の産業別就業人口とその構成比は変化を続け，農業人口を主
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体とする第 l次産業人口は減少し続け
てきた.このため総就業人口8，386人
(1985年)のうち第 1次産業は7.8%，
2次産業位。9%，第 3次産業50.3%
となっている.また，総農家数は1，102
(65年)から581戸 (90年)へと減少
し，専業農家数の比率は17.9% (104 
2穣兼業農家数の比率は70.9%
と多くなっている.農業就業人口も
1，928人 (65年)から894人 (90年)へ
急減した.しかも， 1990年の農業就業
人口のうち60才以上の
の多数を占め，
は僅か23.7%(212人)を占める
にすぎないという状況に至っている.
3 )鉱害復旧事業による
の整備
第3表 農地などの鉱ミ害復旧事業の推移
(鞍手1lJ， 1979年度 89年度)
復旧年度 農地 暗渠排水 道路 水路
ha ha m 111 
1979 30.54 30.67 176.2 
80 18.64 15.00 596 1.339.0 
15.83 27.61 1. 081. 0 
84 21.39 2.10 333 2，036.0 
“・ー・件当俸制+“い奇声"刊閉-- ~-崎柿『酔ザ+句 司令...押鳴門守守
85 21.47 14.19 279 862.2 
86 24.87 18.00 3，780.8 
87 45.39 5.32 483 4，841.1 
"唱開-----帽----_凶ーイ併ゆ...件当戸内‘...守同 F 司
88 39.35 0.72 1.256 2，568.0 
89 28.ヲ8 5.40 1，842.6 
言十 278.08 153.89 2，947 19，136.9 
資料:鞍手町資料より作成。
また，本町の水田は鉱害出がほとんどであり，近年の積極的な圃場整備の推進で1988年度末
におけるE車場の整備率は約 70%となっている.第 3表に示すように， 1979年から89年までの間
に間場278.08ha，暗渠排水 153.89ha，道路2，947m，*路19，136.9mなどが整備されてきた.
しかし，用排水施設，暗渠排水等は現在も整備が進められつつあるが，後述の龍王ま農家の実態、
に示されるように未整僚の踊場が多く残されている.
4 )、 1989年より下がった小作料水準
規模拡大の方法には農地の購入と借地によあ 2つの場合がある.近年では，農用地の流動化
は所有権の移転から翼貸借によるものへと比重が大きく移っている.この理由として農地購入
髄格が米麦の収益地価をはるかに超える水準となっていることが考えられる. ところで，
権の場合には①農用地利用増進事業による利用権の設定と 9 ②農地法3条による黄信権の設定
の2種類があり，所有権の場合には①農地法 3条による有積所有権移転と，②農用地利用増進
よる所有権移転の 2種類がある.福詞燥においては，耕作目的の農地の権利移動面積に
占める割合では農用地利用増進事業による利用権の設定額穣が次第に大きくなっており，約
75%を占めるに至っている@
本町においても，借地による規模拡大のうち農用地利用増進事業による利用機設定が次第に
多くなっている.利用権設定率の推移を年次別に と， 1981年 (0.2%)，82年 (5.0%)，83 
(7.5%) ，例年 (8.6%)，85年
(9.2%)， 86年 (10.5%)，87 
(10.4%)， 88年 (11.4%)，89:i平
(11.4%)であった.本町の10a当り;J、
作料の推移を示したのが第4表である
が， 1978年以降87年までの期間におけ
る標準小作料は平怒地域では28，000円，
ilj開地域では22，000円であった.この
小作料が1989年12月に平坦地域では
第4表標準小作料の推移
(鞍手町) (単位:円/10a)
公来年月日 平士豆地域 1j問治j或 f昔 主安
1978. 7.25 28，000 2，000 2後玄米
81. 6.23 JI 1/ / 
84. 5.29 / / /1 
87. 7.28 / 1 H 
89.12. 8 25，000 19，000 1.5後玄米
資料:鞍手町資料 (1990年12月初日銀査)により作成。
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策5ま更 年度別手IJf有権設定状況の推移(鞍手間， 1981-90年) (単位:ha，策)
設定年度 利用権設定
契約期間別
更新面積 件数面積(通年) 3年 8年 10骨三
1981 2.2 。.6 1.6 18 
82 42.1 3.6 28.8 10.5 397 
83 23.5 1.も 20.8 1.1 233 
制唱凶---_聞 E ー 品唱同『開胴.--晶品 a咽幅四回手当------聞 F目-持 M晶巳幽閉司脅酔
84 11.2 1.7 4.3 5.0 102 
85 7.0 1.3 4.7 1.0 65 
86 9.3 4.2 3.4 1‘7 4.0 73 
---_・四----晶毎 回聞聞聞‘“四---】噛守『酔『舟・晶 E咽守--_.凶_----同----_.凶晶一・----ゆ』争晶岨凋台骨--
87 6.2 1.6 2.7 1.9 0.7 65 
88 38.3 3.3 26.2 8.8 29‘2 347 
8ヲ 24.6 5.4 12.1 7.1 13.8 221 
90 14.3 1.5 3.7 8.8 6.3 143 
有効宣言穣
113.3 11.1 54.1 48.1 
(1990年6月)
資料:鞍予防資料より作成。
25，000円に，山間地域では19，000円と下品がった@
ちなみに，本町の農地は10a当りの価格が150-200万円 (1989，90年)で売買されている。こ
の地価水準の理由は米舗の引き下げと農業者の高齢化，後継者の不足にあるように思われる。
5 )農地の流動化とその推進体制
本町の総農家戸数の約90%が米生産農家であるが，
へ減少した。本時での農用地利用増進事業の取り組みは
1985年713戸から1990年581戸
より始まりラその年から利用機
が行われ， 1990年6丹現在では面積113.3ha，利用機設定率12.4見と年々増加し(第ら
表)，県平均7.0%(1989年12月現在)より高くなっている. しかしラ l戸当りの平均経営面積
は115aと;J¥さいa この中で，大規模農家は経営閥横が300a-500aのものが32戸， 500a以上のも
のが20戸であり， 1980年と比較すると確実に増加している寸
以上のような大規模農家の増加i丸本町の農政推進会議が，生産者の理解をえて，町ヲ
と情報交換を行いながら
として中核農家への
を震関していることの結果であると考えられる e その活動
1‘ ヒ
による農作業の効
を中心に取
本町ではラ前述のように{昔地型大規模経営の形成率が比較的高い。そこで，ここでは街地型
2事例，①Y集落のT農家，②K集落のE
の形成とその特質について分析を行った@
Y うち 2J三f，第1
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が多い.
総経営耕地面積は36.2ha(うち水田35.4ha)である.全農地が鉱害問であり，鉱害復
による基盤整憐が1957年より開始され， 13-15a区画の水田整備がなされた地域である.また，
乾区1化を図るために簡易暗渠を敷設し，集団転作による麦作が中核農家7戸(後継者のいる
家は 2戸)を中心に，作付の出地イヒとブロックローテイションにより実施されている地域であ
る
農用地利用権設定面積8.4haは本集落の農地面積の23.3%を出めるがラ農地流動化に伴って
規模を拡大した経営は本集落外農家によるものが多い。本集落は農地集積を図るために，分散
していて農作業の効率が低い農地を自作地との交換分合によって団地化を図っていく必要のあ
る地域である@
2 ) 
T農家は，戦後，自作地80aの経営面積でスタートしたが，その後，農地購入と借地により
に規模拡大を図ってきてし〉る(第2図参照入現在， T農家の農業就業者数は 3人，経営主(55
才)，委 (55才)，長男 (28才)である.経営主は福岡県稲作経営者協議会理事，町農政推進会
町農業政策推進協議会委員，町農協農業振興会会長@麦作部会会長などをつとめて
いる.経営i街積(1990年)は760aヲうち自作地235a，通年借地525aであり，作付面積は水稲760
a，小麦230aラ大豆50aとなっている.さらに 9 代掻き，田植，収撞作業などの作業受託地100a
カまある.
T農家の戦後の経営展開の過程は，経営耕地拡大の経緯等の特徴からみるとラおよそ 3段轄
にじE分できると考えられる。第 1期は戦後から1950年代前半まで，第2期は1950年代後半から
70年代まで，第3期は例年代以降現在までの時期である.以下， I1民次，各時期別にi簡単に特散
@大j立の複合経営1.4ha，米@
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第2図 ?氏の経営厨積推移(鞍手町， 1945-1991年)
注:→経営額獲， ト自作{也*借地(遂年)そ示す。
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をみると次の通りである.
第1期では，経営耕地は自宅近辺にある自作地80a(第3図， T農家踊場番号①⑮)で，変動
がなかった.
第2期には，農地購入による125a，借地による65aの経営耕地の拡大がみられた.しかし，借
地は親戚の都合(叔父・農協勤務)によるものであり，この期の規模拡大方法は農地購入に主
体がおかれていた.1957年に離農農家より10a当り30万円で30aを購入，同年に離村者より25a
( 7万円/10a)購入， 1962年に炭坑閉山後，三菱会社より70a(3万円/10a)購入した.そ
の農地販売農家は隣接集落にあり，購入した農地は自宅より1km範囲以内の近距離(第3図，
T農家の画場番号①⑥②)にあった.また，農地購入資金はすべて白日資金であった.
第3期には，農地購入による30a，さらに借地による460aの著しい経営耕地の拡大がみられ
た.この期の規模拡大方法は通年借地に主体がおかれていた.本格的な通年借地は，本町で農
用地利用増進事業への取り組みが始まった1981年に開始された.その年に30a，50a， 10aの3筆
(第3鴎，関場番号③)，さらに30a，30a， 30aの3筆(関場④)を借地した.その後， 83年に
30a， 30a， 30aの3筆(櫨場⑤)， 86年に50a(圏場⑦)， 100a (圃場⑧)の 2筆， 90年に20a，
10a， 10aの3筆(関場⑨)と合計14筆を14戸の農家から倍地した.借地料は，関場③④⑤の場
合，当初6年契約で10a当り 2俵であったが，その後第 1回目の更新時期にし 5俵/10aとし
第3図 E.T氏の圏場分布状況(鞍手町， 1991年現在)
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た.また，臨場⑦⑧は10年契約で2俵/10aであるが，闘場⑨は90年の借地料改正により 10年契
約で1.5俵/10aとしている.また，借地契約期間は 6年から10年へ長くなった.以上の潤場で
は，③④⑤は自宅から約1km離れた 1集落の 9農家より借地し，⑦は2km離れたN集落の農
家，⑧は同じY集落の農家，⑨は1km離れたK集落の 3農家より借地している.これらの農地
はいずれも第 1期，第2期に購入あるいは借地した経営耕地よりやや遠隅地に分布している.
また，農地貸付農家はいずれも離農している.一方，農地購入は前述した I集落の離農した 3
農家から，各々1986年に10a(200万円/10a)，87年に10a(220万円/10a)，また同年に10a(220
万円/10a)行っている.これらの農地は闇場③③⑤に含まれ，この農地購入資金は農地取得資
金を借用しでまかなった.
ここで，さらにT経営の現状についてみると，主な特徴は次の通りであった.
借地により拡大した間場の条件は，①圃場1筆当りの面積は約50%の圏場が15a窪麗であり，
30a IR画は 4筆，平均はおよそ15a区商となっており，また②圏場はほぼ10団地に分散してお
り，つまり小区画臨場の分散的借地状態となっている.しかし，前掲の第3図にあるように，
いず、れの圃場も道路に面しており，農機具の搬入搬出は比較的便利になっている.
以上のような圏場条件に適合させた農機異の所有状況は第6表に示すとおりであり，大半が
自己所有の形で導入されている.農機異の購入年次はほとんどが1985年以降で，培地による経
営規模の拡大がある程度進んだ段階であり，機械装備は現在の規模に適合したものとなってい
るとみられる.
このような機械装備状況であっても，分散的借地の作業の非効率性は全面的には解決されて
おらず，作業効率を上げるための努力として，近接した圏場に同一品種を作付する団地的な利
用を行っている.主な作付品種であるコシヒカリは膏苗圃場⑬を中心に関場番号①(I⑥@，コ
ガネパレはcr④と比較的近接した画場で生産している.
このような潤場条件下で，現在，水稲の品種別作付面積はコシヒカリ360a，コガネパレ200
a，アオカゼ150a，モチ40a，コシヒカリの育詰田10aとなっており，早期「コシヒカリjを主体
に上質米生産に力点をおきつつある.しかし， f昔地による拡大を遂げながらも裏作の農地利用
第6表 T農家の農機具保有状況(自己所有)
種類 台数 形式 矯入年月耐用年数
乗用トラクター 2 45尽力・ 31馬力 1985年 8 
トラック普通 1 1500cc 1985年 4 
トラック 経 1 660cc 1990年 3 
羽極機 1 6条乗用 1990年 5 
動力噴霧機 1 1984年 5 
動力数粉機 1 1984年 3 
揚水機 5 3寸 1985年 5 
自脱型コンパイン 1 4条 1986年 5 
乾燥機 2 36石・ 50石 1990年 8 
籾摺機 1 5寸 1989年 5 
播種機 1 5連 1987年 8 
土入管理機 1 オーハシ 5尽力 l告86年 5 
資料:農家調査による。
注:共同利用機械は1984年購入の播穏機(1台)，ごと入管理機(1)，
動力噴霧機(1)，土入ロール機(1)，大豆脱粒機(1)，
大豆管理機(1)等がある。
も1
は低く， 35.5%となっている.これは， T経営の暗渠排水未整備水田i閥横の構成比率が趨め
て高く，湿聞が多くなっていることに起因しているとみられる.このことは借地による規模拡
大の大きな制約条件になるとみられ今後の課題の 1つとなっている.
とそ
E経営が形成されたK集落の状況
うち専業8戸，第 l種兼業5戸，第2
り平均経営規模は2.0ha，米。麦@大豆切ぶどうの複合経営が多い@
戸9 後継者のいる農家は5戸であり，その就農者構成は20才f-c1 
50才代2名， 60才以上4名である e
総経営耕地面積は53.3ha(うち水田46.4ha)である@この地区の水田の鉱害復旧事業による
と土地改良区の設定による農地整備は， 1968年より1973年頃までに終了し， a霊場区画
は13--17a(こ整備された.しかしヲ現在なお滋田が多く，鉱害関連事業として暗渠排水，fl排水
路など整備が行われている，
は麦作組合 a大豆生産組合を中心にブロックローテーションによる生産が行われて
し，転作田の集団化，農地の有効利用，有効作自
も密られている。
仏 1戸当
中核的農家は13
30才代3名， 40才代2
と借地により
2入ヲ
どをつとめ
うち自作地925a，通年{着地655aであり，作付麗穣は水
E 
1.鶴野a
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年次
第4溺 E氏の経常在若干資推移(鞍手間， 1945-1991年)
注.一・経営tm積， →自作他， 一*一借地(通年)を示す。
68 佐賀大学農学部重量殺 第 72号 (19吉2)
稲1，160a，麦420aとなっている合さらに， 10年前から，代掻き，田植，収穫作業などの作業受
託地200aがある.
E経営の戦後の経営展開過程は経営耕地拡大の経緯等の特徴からみると，前述のす経営とは
る3段階に区分できると考えられる.第 1期は戦後から1950年代前半まで，第2期は
1950年代後半から80年代前半まで，第3期は80年代後半以降現をまでの時期である@以ド， )騒
次，各時期別に簡単に特徴をみると次の通りである.
第 l期では，経営耕地は自作地185a(第 3国， E農家開場番号①②③④⑤)で変動がなかっ
た.農地は自宅より近く 500m範囲に散在していた@
2期には，経営耕地は農地購入による740aの著しい拡大と，借地による75aの拡大がみら
れた.しかし，借地は親威の都合(死亡)によるものであり，この期の規模拡大方法は農地購
入に主体がおかれていた.最初の購入農地は1955年に50a，50a， 20aの3筆(第3歯，圏場番号
⑮)をA氏 (N集落，離農)より 8-10万円 (lOa当り)で購入した.その後， 61年Lこ50a，50 
aの2皇室(園場。)をB氏 (N集落，離農)より 8-10万円 (lOa当り)で， 63年に30a，30a， 
30aの3筆(関場⑬)をC氏 (N集落，離農)より S万円 (lOa当り)で， 66年にlOOa，30aの
2筆(癌場⑬)をひ氏 (N集落，離農)より 15万円 (10a当り)で， 71年に60a(閤場⑪)をF
氏 (N集落，離農)より，また， 80a， 40aの2筆(題場⑫)をG氏 (N集落，離農)より20万
円 (10a当り)で購入した.さらに， 76年に60a(盟場③)と30a，30aの2皇室(潤場⑬)を日氏
(M集落9 離村)より35万円 (10a当り)で購入した.農地販売農家は自宅から2km離れたN
6農家および、4.5km離れたM集落の 1農家であった.これらの農地⑬⑫⑬@⑮③⑮は第
l期における既存の自作地の周辺部{第3図)にあり，自宅から2.5km範囲内に散在してい
る.この農地購入資金はすべて農地取得資金や総合資金を倍用しでまかなった.
3期には，培地による580aの著しい経営耕地の拡大がみられた。この期の規模拡大方法
農地購入がなく通年借地のみであった. E農家による本格的な通年借地の開始は，本町で
農用地利用増進事業への取り組みが始まった1981年の 5年後の1985年であった@その年に50a，
50a， 30aの3筆(第 3関9 画場番号⑥)， 60a， 60a， 60a， 60aの4筆(瞳場⑦)， 40a (圃場
③)， 40a (圃場⑨)，さらに30a，30aの2筆(間場⑬)を借地した‘その後， 1987年に30aの1
(1関場⑪)， 1989年に40aのl筆(圏場④)と合計較を 8戸の農家から信地した.借地料
は，当初日年契約で、10a当り 2俵(1等米髄格2俵分)であったが， 1988年から一律に1.5俵/
10aとしている@借地契約期間は 6年から10年へ長くなった.闘場⑥⑦④の410aは|可じ
の5農家より借地した。これらの借地は自宅からの距離が，し》ずれも第I期(戦前取得農地)
と第2期{購入農地)に取得した経営耕地の中間地域に分布している.また，農地貸付農家は
いずれも離農している.
ここでヲさらにE農家の経営の現状についてみると，主な特徴は次の通りであった.
器地により拡大した闘場は 9 ① 1霊安当りの面積が/ふさいi欝場は畦畔を取り去って適度な区闘
に変更しており 9 また②関場がほぼ15団地に分散し，分散的借地特有の作業の非効率性がある
ために，作業効率を上げるための努力として，近接した関場に間一品種を作付する団地的な利
用を行っている.つまり，主な作付品種であるとノヒカリは闘場③④⑤と⑧⑪⑫⑬，コシヒカ
リは⑬⑬，コガネパレは⑥⑬等と比較的近接した闘場で生産している.
以上のような闘場条件に適合させた農機呉の所有状況は第 7表に示すとおりであり，
自己所有の形で導入されている.ほとんどの農機具の購入年次は，通年借地を本格的に開始し
た1985年以降であり，機械装備は現在の規模に適合したものとなっているとみられる@
このような関場条件下で，現在，水稲の品種別作付面積はヒノヒカリ 560a(1989年より)，コ
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第7表 E緩家の農機奨保有状況(自己所有)
種類 台数 形 式 購入年月認す用年数
乗用トラクター
トラ、ソク静通
トラック 緑
町植機
動力噴霧機
動力散粉機
自税型コンパイン
乾燥機
2 42潟)]. 20馬力 1官邸年
???
??
?
1987年
1986年
目的年
1988年
1988年
1500cc 
660cc 
6条乗用
??
??
，?
??
籾主雪機
土入管線機
5条 1989年 5
2 36右・ 27石 1986年 8 
5寸 1986年 8
オーハシ 5馬力 1986年 5 
資料:農家調査による。
注:共同利用機減は1987主f購入の矯種機 (3ti'l， t入管理機(4)，
動力噴霧機(1)， 主入ロール機(4)，大立税粒機(1)，
大豆管理機(1)等がある。
シヒカリ370a(86年より)，コガネパレ230aであり上質米生産に力点そおきつつある.しかし，
購入@借地による急激な拡大を遂げながらも裏作の農地利用率は抵く， 26.6% (420a)となっ
ている.これは， E経営の暗渠排水未整備水田富積780aの構成比率が49.4先と高く，混田が多
くなっていることや，稲の平生種導入に起因しているとみられる.従って， E にも
このことは借地による規模t広大の大きな制約条件になるとみられ今後の課題の 1つとなってい
る
以上， T， E両農家経営の戦後の経営規模拡大過程を概観した.
T農家経営の農間過程は，とりわけ第2期(1950年代後半から70年代まで)の l農地購入に
よる自作地拡大jから第3期 (80年代以降現在まで)の「借地による急速かつ激しい規模拡大J
への移行に特徴があり，また，規模拡大の形態は小区磁分散癌場の 1昔りたし拡散型Jとなっ
ていることに特徴があった.
E経営の展開過程は，とりわけ第2期 (1950年伐後半から80年代前半まで)の「農地
購入による自作地拡大Jから第3期 (80年代後半以蜂現在まで)の「能地による規模拡大jへ
の移行に特徴があり，この点はT経営の場合と同様である.しかし，第2期から第3期への移
行時期が約5年ーほど遅く，規模拡大方法は第2期の農地購入に力点をおいた小毘画分散置場の
「購入 a借りたし拡散型jであることに特徴があった.
(3) 鞍手町における借地型大規模経堂的特徴
以上のT，E農家の実態から鞍手町における借地型大規模経営の主な特徴を挙げると次の諸
点が考えられる.
1に，本町における経営規模拡大の方法が， 1980年代以降変化してきたという点である.
つまり，農地購入による自作地拡大から借地による急速かつ激しい規模拡大へ移行していると
いう点であった.その背震をには，農地価格が農業収益地価を大きく上関る状況があり購入農地
からの収益を期待するのが菌難であるという農家の判断や，また，借地拡大により形成された
経済余剰を農地購入資金に当てることが甚だ困難な状況などがあった@
2に，その借地形態、が通年借地であり，複合的な経営の規模拡大という点である e 農家は
稲専作型大規摸経営を志向しているのではなし裳伊を考えた「水稲+麦@大豆」等の複合的
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ノ¥ ， 
3に，借地型経営の借地 e購入先の範留が問
自宅の比較的近i互に確保されているという
な
ある場合が多く，
あるとみら
として
をしているという点である e 技術的な慕礎とし
4， 5条刈の自脱型コンパインラ 6 
いると思われる.
3. 
をみるために， T
行った.それは1990年度震のお単~又水準，
1 ) 
T農家の氷揺の
8表のとおりである.コシヒカリ 10懐，コカ、、ネパ
レ9俵，アオカゼ7.5俵であり写本町の平均的な水
準である@ただし， 1等米の比率はコシヒカリで
約 1/3でかならずしも高くはない笛
どのように発揮されて
いるかをみるためにヲここでは農作業別10a~当り
投下労働時間も T農家の水稲および乃¥麦と九州
(販売農家)水稲 (4.0-5.0ha)および九州、i小
この表によると，水稲の
と機械化との経済合理的な
について次の 4つの規点から比較分析を
ゆ収益性の分析である。
第8表 水稲・きをのlOa~当り収量と品質
(単位:俵)
収量 単収 1等米 2号事米
コシヒカ 1) 10俵 1/3 2/3 
コガネノfレ g 1/2 1 /2 
アオカゼ 7.5 
官同晶..守・ h 聞聞同晶'・静岡ト骨骨州 4 柑ゆ 品世+---ー・，晶暢『酔単 d柄司鴨神 d柄拘...陶ち園間鴨
モチ 6 
コムギ、 8 
資料:19号l年 l月，鞍手町T農家言問主まによる。
(2.0-3.0ha)の場合を比較した(第 9
労働時間29.8時間は九州水稲
(4.0-5.0ha)の33“3時間に対しヲ 3.5時間短縮している@この要因として，大型機械化により
じやすい①本田耕起及び本田整地ラ②田植，③稲刈り及び脱穀などの主
えられる。これらの各農作業について今 T農家と九州水稲(4.0-5.0
ha)を資自加に比較すると 9 ①本田耕起及び本田整地作業は2.5時間と4.8時間で2.3時間程縮
し，母国櫨作業は0.8時間と4.0時間で3.2時間短縮し，③稲刈り及び脱穀作業は1.0時間と4.2時
間で3.2時間撞縮しており，明確にT農家は大幅な矩縮を実現している。
逆に，労{動時簡を多く要している作業がある.これらの作業について同様に比較する
と，除草は5.0時間と1.3時間で3.7持関多く，②かん排水管理は9.5時間と6.6時間で2.9時間
多し①訪徐は3.0時間と1.8時間で1.2時間多く，④籾乾燥及び籾摺は3.5時間と2.8時間で0.7
時間多くなっている e これらはスケールメリットが生じにくい作業であると思われる。
以上のような作業別労働時間の差は作業内容および闘場条件(潤場の大きさ， IR画の整理，
ど) とそ された機械化の内容とレ ると考えられる.
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第号表 作業別労働時間のi七絞(綾子監JT農家， 10a ':'3り
:時間)
す農家 九州、I(販売農家) 九州、i
項 臼 水稲 小麦 水稲 (4.0-5.0ha) ノト麦 (2.0-3.0ha) 
種子予搭 0.5 2.0 。.5 0.1 
商代一切 2.0 4.6 
本田平井起及び本田致地 2.5 1.5 4.8 1.9 
さま 日記 1.0 1.1 1.1 
i変まさ 1.5 1.3 
f羽 槌 。.8 4.0 
追 EE 1.0 2.0 1.6 0.8 
除 準: 5.0 2.5 1.3 1‘Z 
かん排水管理 9.5 6.5 6.6 2.2 
防 除 3.0 1.8 
稲刈り及び脱穀 1.0 1.5 4.2 2.1 
籾乾燥及び籾摺 3.5 2.8 
合計 29.8 17.5 33.3 10.7 
資料:鞍手町T農家(水穏760aヲ小麦230a)調査 (1吉91年 1月調変)による。
九州(販売農家)水平副 0-5.0ha，九州小さを2.0-3.0haは農林水産省「米双
びきを類の生産費J1991年3月より作成。
j主:小麦の場合の作業分類「かん排水管理JIま(防除，かん排水，けい隣室主メIj，
きをふみ，その他管理作業一切)を含む。
71 
作業の能率はヲ機械化によるスケー1レメリットの生じやすい①本田耕起及び本田整地，②田植，
③稲刈り及び脱穀などの主要な農{乍業の場合でも?機械作業の及ばない闇;場四隅の手作業に
よって影響を受けている.さらに，難しい問題となる点は験草，かん排水管理，防除，乾燥及
び籾欝などの作業時間短縮の方策である駒乾燥及び籾詔作業ではカントリーエレベータ a ライ
h 経営規模拡大にはこのような作業時間
自の小麦について，大規模化の効果をみると(第9表入 T農家の10a当り総投
下労働時間は17膏5時間でありヲ九州、i小麦 (2.0'-3.0ha)の10.7時間より長時間であった.この
ように小麦においては安全ての作業で，より多くの労働時間を要している。また，
排水が未整備で湿器が多いため，かん排水管理作業時間が多くなっている.
3 ) 
大規模化の自的の 1つはコスト
を九州(販売農家)水稲 (4.0-5.
し，コストの低減がどのように
この表によると，水稲の場合9τ
よび小麦の10a当り
および九十1'小麦 (2.0--3.0ha)の場合と比較
した
は87，980円であり，九州水稲(4.0--5.0
ha)の85，829円より大きくヲスケールメリットは生じていない，しかし， T農家の第 l
において53.8%を占め，ウェートの大きい労働費，農機具費では大規模化の効果が明確に→生
じている。つまり，①T農家の労働費27，656円は九州 (4.0-5.0ha)32，611円より4，955円1l&i戒
しており，また，舎T農家の農機具費19，636円も九州 (4.0-5.0ha)22，867円より3，231円低減
すると， T きい費自
自もある.これらの費自について同様に比較
と②その地の諸材料費である@①T
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項 自
種苗費
肥料費
農業薬剤費
光熱動力費
その他の諸材料費
水寺Ij費
賃借料及び料金
建物及び土地E服設欄
農機具望号
畜力費
労働費
費用合計
副産物儀額
第 I次生産事費
資本利子
地 代
第 2次生産費
佐賀大学農学部薬事盟 第 72号(1992)
第10表 生産費の比較 (10a当り生産費)
す農家 九州(綴売農家)
水高官 小麦 水稲 (4.0-5.0ha)
1，703 2，400 1，472 
7，928 7，375 9，755 
7，323 4，553 7，119 
12，500 9，783 4，037 
7，036 16，421 1，042 
1，422 1，033 
2，777 13，459 3，680 
4，324 
19，636 17，404 22，867 
27，656 15.00む 32，611 
87，980 86，394 87，940 
2，111 
87.980 86，394 85，829 
6，059 
25，833 20，217 34，696 
113，813 106，611 126，584 
(単位:円/10a)
九州
小麦 (2.0-3.0ha)
2，344 
6.634 
1，920 
948 
6，200 
828 
19，963 
13，687 
52，524 
119 
52，405 
4.578 
10，772 
67，755 
第 2次生産費/60kg 12，113 9，968 13，871 14，059 
資料:鞍手間JT農家(水稲760a，小麦230a，大豆50a)調査(1号91年 1月読資)によ
る。九州(絞予言農家)水稲4.0-5.0ha，九州小麦2.0-3.0ha(ま農林水産省「米
及び愛媛の生産費J19吉1年 3月により作成。
光熱動力資12，500円は九十トI(4.0-5.0ha) 4，037円の 3信で， 8，463円大きし③その他の諸材
，036円は九州 (4.0-5.0ha) 1，042円の 7倍でヲ 5，994円大きくなっている.
労働時間と同様に作業単柱となる区画の闇積や作業内容，題場条件とそ
れに規定された機械化の内容に起因すると考えられる.従って 9 農道も含めた積々の関場条件
が劣悪だと規護を拡大するほど単位面積当りの費用が大きくなる費自もある.農業機械への依
存度を高めれば，労働費は低減できるが，一方ではそれだけ光熱動力費も多く必要となってく
る.このようにウェートの大きい主要な費目で低減を図っても，一方で，むしろ費用が増大す
るか低減できない費目があれば，それによって低減分は相殺され， 10a当り生産費イ底減という結
巣にはならない
一方，小麦の場合にも， T農家の10a当り第 l次生産費86，394円は九チ!判、麦 (2.0-3.0ha)
52，405円より大きくなっている.この場合にもやはり， T農家においては，関場条件(湿出)
が大きな制約条件となっていると思われる.
4 )収益性
T農家と九州(販売農家)水稲 (4.0-5.0ha)の収益牲を比較したのが第11表である.T
家の組収益は170，892円であり，九州 (4.0-5.0ha)の153，124円より 17，768円大きい.しか
し，所得ではT農家の93，814円と九州94，354円間で，ほとんど差はみられない.これはT
の10a当り経営費が前項で述べたような理出で大きくなっていることを示している.
しかし， 10a当り家族労働報酬はT農家84，735円，九州(4.0-5.0ha)53，599円， 1日当り家
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区分
組 i反 主
所得
l臼当り所得
家族労働報酬
第11表 収益性の比較 (10a当り収主主性)
T農家 九州(販売農家)
水稲 小麦 *:ffi (4. 0-5. Oha) 
170，892 85，626 153，124 
93，814 14，945 94，354 
25，441 7，473 25，588 
84，735 ム5，986 53，5号9
1日当り家族労働報隣 22，979 ム2，993 14，535 
(単位・円/10a)
九州
小麦 (2.0-3.0ha)
40.123 
1.286 
961 
ム14，064
資料:鞍手町前掲のす農家の調査 (1991年1月調資)による。九州(販売)水稲4.0-5.0
ha，九チH小麦2.0-3.0haは農林水産省「米及び変殺の生産費J1991年3月により
作成。
注 :T農家の作付添積 (1990年)は水稲760a，ノJ¥きを230aであり， 10a主主り収支設は水稲
564kgでFあった。
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族労働報部i，はT農家22，979円，九州 (4.0--5.0ha) 14，535円であり， T農家は前者が31，136
円，後者が8，444円， l)ずれも大きくなっている.これはT経営の機械化による高い労働生産性
に支えられているものと忠われる.
(2) 借地型大競模経営の縁課題
本論で報告したような，米麦における借地型大規模経営の展開においてはとくに，次のよう
な諸点が今後の課題になるだろうと忠われる.
1に，借地型大規摸経営の形成のためには借地型経営を志向する農家の湾辺，例えば同じ
築審や近隣の集落に農地貸付を希望する農家がいて，その情報がスムーズで公平に流通する体
制が必要である.また一方，集落をこえた範囲で農地の流動化が激しく進展した場合，
落においては道路補修整備，用排水のための河川整備維持など集落機能維持に関する問題が生
じる.調査地IZでは，農地を全面小作に出した土地所有者であっても出役し，経営規模が 1ha 
の人も20haの人も間じく出役いまた， t也集落の人で当該集落の農地を借地している人も 1人
その集落に出役している.しかし，現在はともかく，今後は集落維持のための出役調整が課題
になってくると思われる.
第2に，借地の場合，関場条件は様々である@ほとんどの閤場が，小豆画であり，これらを
個別に情地した場合には器地農家の自宅を中心に分散した園場条件下におかれざるをえない.
この点は調交対象とした農業経営において如実に示されていた.平生.cド生@晩生など収穫期
の異なる品種1!にできるだけまとめて田植と収穫作業を実施するなどの工夫をし，作業効率を
高める努力がなされていても，また調場区画の大きさに適合した農業機械体系を装備している
としても，小毘i援の分散した圏場の非効率性は解消できているとはいえない@機械化によるス
ケールメリットの生じやすい①本田耕起及び本田整地，②由槌，③稲刈り及び脱穀などの主要
な農作業の場合でも，また除草，かん排水管理，前除，乾燥及び籾摺などの栽培管理作業の時
間短縮の方策においても，さらにきめ細かな栽培管理を行う場合においても圃場条件の制約を
受ける.伊jえば， {昔地によって広範囲に間場が分布すると，適期作業が困難になる.適期に収
穫し調製@出荷準備する体制がとりにくい.このような醤場条件の善し悪しは，必然的に労鱒
生産性の格差としても表れるであろう.しかし，本地域では中核農家の組織あるいは委員会な
どは組織されておらず，このため生産者間で相互の通作事情に合う借地の利用配分や培地の交
換， Y毛畔抜きグによる区i弱拡大が出来る状況にはない@農地の効率的利用という視点からみる
と，器地農家間の借地利用権の交換による調整は今後の課題となるであろう.
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3に，借地の拡大によりラ裏作で，麦ヲ大豆雪露地野菜をはじめ稲以外の作物の定着が期
待され9 耕地利用率を高めることが可能となる⑥題場の団地イとによっ
と安定化が期待されるからである。たしかに，鞍手町の借地型経営
地の形態であり，稲専作型大規模経営を志向しているのではなし「水稲十
的な経営規模の拡大を図っている e なるほどラ借地農家は良資米生産に
応しているが，顧場条件が怒し濯自のため裏作の耕地利用家は抵しほとんど成功していな
いと思われる.ここには水稲と転昨作物の単収の不安定性，低収益性の問題があると思われる.
この点は転作作物を補完的に結合させた新しい水田利用方式を模索することの必要な時期にき
ていることを示しているのかも知れない。現在ラこの地域ではヲ地力維持の必要性の問題が生
じつつあり，隔年で珪カ/レを /lOa，また麦梓をすきこむ農家がある@レンゲを作ること
ができれば望ましいが，暗渠排水未整備の湿田では実現しにくい状況にある e
4に，規模拡大をする場合には議機呉など顕定費部分の増加は必然的である@
カイヒ@高能率化している土地利用部門では，それがコストアップの主要閣となっている.しか
し，本研究で検討した鞍手町の{菱地盤経営では，幸いに第l次生産費においてウェートの大き
い労轍費9 農機具費では大規模化の効果が明確に生じていた.さらにラ培地型経営のスケーノレ
メリットを追求するには機械の稼働量を最大限に高めうる生産規撲の確保を図り，例えばラ
作作期幅の拡大等による規模拡大によりー患の単位当りコスト抵下が重要となる@
おわり iこ
現在，
の担い手としての主導力ももっ擾秀な経営者である a ぞれだけ
けるのだろうと思われる.しかし，その借地型大規讃経営の次の世代はおい予が必ずしも確保
されているわけではなし集積された農地はいつどうなるかという不安が残るのが実態である.
以上の鞍手BlTの挙制からみると，農業機械価格，生産資材髄格などが高騰する中で，適度な
借地料水準を確保し農産物価格の低下を回避することがたとえ可能だとしても，借地型大規摸
経営が土地利用型農業の担い手として，着実に形成されていくと断言することはできないよう
に思われる.地域によっては借地型経営が成立している場合も認められるが，やはり特定の条
件下において可能であり，またそれなりの問題もかかえている.むしろラ個々の農家経営が一
定の形態や規模にこだわらず，地域の条件にあった多様な形態をとることによって農業の担い
1っとし
るようにおもわれる.そのように考えると，
を位置づけることが妥当であると考える@
文献
1 )野見山敏雄 (1百86)r土地平1]1詩型大規模経営の成立条件j福岡幾総試経営研究資料，第138主37.
2 )戸島信一，小林恒夫 (1985)r土地利用型大規模経営の擦問構造j九州大学農業経済学教家研究報告 1.
3 )婦問光雄 (1988)r街地主主稲作経営の形成と展開J北陸援試農業経営研究資料，第31号.
4 )織田光雄(1985)r稲作経営における機械利用の経済性一作二期編鉱大による規模拡大と農機具警警の低減効果
jヒ際農試幾多量経営研究資料，第23号e
5 )幾林水殺害3東北差是業試験場編(1988)r東北の1s:コスト稲作一経営的@技術的評価ーム
6 )長 策次 (1985)1-日本農業における規模拡大の可能性と条件j富良協会?農業と経済1.
7 )石井啓雄(1ω0)r土地利用型廃業と農地制度問題j富民協会 f農業主と経済J.
出武・刊す:借地型大規模経営の形成と展開の諸条件 75 
8 )大泉一貫 (1号91)i土地利用型農業の規模拡大と農地管還の;方向j東北大学農学部農業経営学研究室 f農業
経済研究報告j第24号.P.39-47. 
9 )樋口員三(1985)i稲作における規模拡大の可能性と問題点j議民協会『幾業と経済j， P.48-58. 
